
令和７年度 学校自己評価・学校関係者評価委員会に係る評価結果報告                         令和８年５月２８日（木）開催 

下記のとおり、学校評価について報告いたします。                  学校法人朋友学園 四国総合ビジネス専門学校 校長 塩崎 潤 

 各評価項目の評価基準（４段階）   Ａ：十分である   Ｂ：おおむね十分である   Ｃ：やや不十分である   Ｄ：不十分である  

No. 評価項目 評価 自己評価結果・改善方策等 学校関係者評価委員会結果・質疑・意見等抜粋 

１ 教育理念・人材育成 Ｂ 

・教育理念等は、概ね共通理解が図られている。 

・学校の将来像は、イメージの浸透が不十分である。学生数減少

を想定した本校の将来像をより明確に示す必要がある。 

・「学校要覧」の職員への配付、説明による啓発強化。 

・少子化で入学者数の大幅増加は望めない中でも、選ば

れる学校になるためにどうあるべきか、という視点で

学校の強みを将来像に盛り込みたい。 

・本校の強みとしては、少人数によるきめ細かい指導、

アットホームな雰囲気、丁寧な資格取得・進路指導があ

げられる。それらをもっと知ってもらえるようにする。 

・定年後の雇用の延長（６５歳までの雇用）等に関する

説明、常に最新の法令に基づいて就業規則が運用され

ている点を丁寧に説明した。 

・出口がしっかりと示されている専門学校は、高校生、

保護者や高等学校側からすると選びやすい。教育内容

はもちろん、取得資格や就職先等を「見える化」するこ

とが大切だ。 

・就職希望者の１００％就職を維持している実績があ

るだけに出口をわかりやすくＰＲできればいい。とく

に県内就職者が多いので、将来的に「県内就職ならＳＳ

Ｂ（四国総合ビジネス）」という信頼を確固たるものにしたい。 

・少人数なので、アットホームな雰囲気で学べる。先生

方もとてもきめ細かく指導してくれることもあり、支

援体制は充実している。多様な学生が入学してくるが、

それぞれのニーズに応える学校であってもらいたい。 

２ 学校運営 Ｂ 

・法人として運営方針等を定め、適正に運営がなされている。 

・理事会、企画運営会議で適正に意思決定がなされている。 

・定年後の雇用延長に関する説明をすることで人事や給与に関

する職員の理解が深まった。 

３ 教育活動 Ｂ 

・カリキュラムの編成や指導体制は整備されている。 

・授業評価は継続して実施し、授業の改善及び充実を図る。 

・成績評価・単位認定、卒業・進級等の認定基準は常に改善を図

り、公正に運用されている。 

４ 学修成果 Ｂ 

・進路指導は計画的、継続的に行われ、希望就職率は１００％と

なっており、県内就職者が大半を占める。 

・「個別に、わかりやすく、丁寧に」の理念を大切にしている。 

５ 生徒支援 Ｂ 

・在校生、卒業生に対する支援体制は概ね整備されている。 

・高等教育修学支援制度や授業料分割納付等により経済的な支

援にあたった結果、退学者数はここ数年で一番少なかった。 

・生徒の多様化に伴い、合理的な配慮等の体制整備も求められ

る。今後も教職員の研修等により支援体制強化に努める。 



６ 教育環境 Ｂ 

・コンピュータ等の施設・設備は概ね整備されている。 

・校舎の老朽化のため、施設・設備に関する評価は厳しい結果で

ある。安全管理を含めて今後の重点課題である。 

・インターンシップはミスマッチ予防に成果をあげている。 

・防火・防災訓練は、南海トラフ大地震を想定して、地震・浸水

による災害も想定した内容で行う。 

・昨年度は業者による校舎清掃、美化等に力を入れたた

め、施設・設備の評価は好転した。限られた予算である

が、必要な設備投資には積極的でありたい。 

・今後とも消防署と連携した防火防災教育に取り組む。 

・入学者数の減少が２年続いたので、今年度の募集状況

が大変重要になっている。学校訪問では高校現場の多

忙化にも配慮しながら連携を維持している。 

・ＨＰ、ＳＮＳは現代では最も影響力のあるＰＲツール

だが、高校生はＳＮＳ中心、保護者等はＨＰ中心にアク

セスする傾向がある。立場によって入り口が異なるこ

とは効果的なＰＲを練るうえで押さえておきたい。 

・例えば一流企業のＨＰは、視覚的に訴えるＰＲ力に優

れている。いかに見てもらえるか、いかに知ってもらえ

るか、ＳＮＳ等で発信する際にもコンテンツをより洗

練したものにするため不断の努力が大切だ。 

・若者の県外流出が問題視される中、本校は県内に留ま

る若者を多数育成している。県の施策とつながる要素

でもあるので、より一層「県内就職ならＳＳＢ」という

実績を確立し、若者の県内定着に貢献していく。 

・法令等の遵守は、当然のことであるが、今後とも教職

員の自覚と責任ある行動に努める。 

・学校評価は今後も継続し、常に教育内容の工夫改善に

努めることが学校の将来像にもつながる。 

・早期内定者や関連業界希望者にボランティア活動を

奨励することは可能である。 

・求職者支援事業は、今後も積極的に訓練生を受け入

れ、学校として社会に貢献していく。 

７ 生徒の受け入れ状況 Ｂ 

・入学生が２年連続で前年度より減少したことが厳しい評価に

つながった。入学者数減少は本校の最大の課題である。学校をあ

げて改善に取り組む必要がある。 

・生徒納付金は適正に取り扱われている。 

８ 財務 Ｂ 

・入学者減少の中で、中長期の財務基盤及び予算・収支計画につ

いてはやや厳しい評価となった。 

・学校の将来像と財務改革をセットにした諸改革を通して健全

財務を維持していく。 

９ 法令等の遵守 Ｂ 

・設置基準、関係法令は遵守され、適正に運用されている。 

・個人情報は、慎重かつ厳正に取り扱われている。 

・授業アンケート、自己評価アンケート等の結果を分析し、課題

の明確化、共有化をしたうえで、学校をあげて教育活動の改善、

充実に努める。 

10 社会貢献・地域貢献 Ｂ 

・公的機関からの求職者支援訓練には積極的に協力している。 

・ボランティア活動の奨励に関する評価が今回も低かった。多忙

な学生に積極的なボランティア奨励は難しい。 

・今後も求職者支援事業の受け入れは継続し、幅広く県下の情報

専門教育を支える。 

 


